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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第32期

第１四半期連結
累計期間

第33期
第１四半期連結
累計期間

第32期

会計期間

自平成24年
４月１日
至平成24年
６月30日

自平成25年
４月１日
至平成25年
６月30日

自平成24年
４月１日
至平成25年
３月31日

売上高（百万円） 13,779 16,043 92,126

経常利益（△は損失）（百万円） △687 △520 2,342

四半期（当期）純利益（△は損

失）（百万円）
△751 △625 3,119

四半期包括利益又は包括利益

（百万円）
△532 △500 3,528

純資産額（百万円） 6,035 9,946 10,447

総資産額（百万円） 74,920 78,394 78,208

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（△は損失）（円）
△7.64 △6.37 31.75

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － 19.93

自己資本比率（％） 7.9 12.5 13.2

　（注）１．当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第32期第１四半期連結累計期間及び第33期第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純

利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失金額であるため記載しておりませ

ん。

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。

２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断した

ものであります。

（１）業績の状況

　当第１四半期連結累計期間の当社グループ（当社および連結子会社）の業績は、当社グループが主力とするビル

サッシを中心とした建材事業分野においては、マンションを含む分譲住宅の着工は底堅い動きとなっており、着工建

築物床面積も概ね同様の動きを示すなど回復傾向にあり堅調に推移しました。一方、形材外販事業においては、建材事

業が堅調に推移したことにより一般形材は売上を伸ばしましたが、アルミ加工品・アルミ精密加工品の市場の低迷が

続いていることもあり利益面では厳しい状況が続いています。環境事業においては、全国のごみ処理施設の約半数が

老朽化による建替えの時期にきており、焼却飛灰処理設備プラントおよびリサイクル設備プラントの受注は順調に伸

びています。

　このような状況のもと、当社グループは、「中期経営３ヵ年計画（平成２３年度～２５年度）」を策定し、グループ

収益力と財務体質の強化を図り、持続的な成長を目指すべく、グループ全社一丸となって計画の推進に取り組んでい

ます。

　この結果、当第１四半期連結累計期間の業績は、売上高１６０億４千３百万円（前年同期比１６．４％増）となり、

利益面では営業損失４億６百万円（前年同期比１億４千８百万円良化）、経常損失５億２千万円（前年同期比１億６

千６百万円良化）、四半期純損失６億２千５百万円（前年同期比１億２千５百万円良化）と損失計上ながら、前年同

期と比べ良化し、増収増益となりました。

　セグメントの業績は以下のとおりであります。

　

〔建材〕

　主力の建材事業においては、マンション等分譲住宅の着工が堅調に推移するなど建築市場は持ち直しており、売上

高は前年同期比２０．９％増の９９億９千１百万円と増収になりました。セグメント損益は改善施策の効果で前年

同期に比べ２億５千１百万円良化したものの、２億１千６百万円の損失となりました。

　

〔形材外販〕

　形材外販事業においては、一般形材が順調に伸び、売上高は５１億８百万円（前年同期比９．５％増）と増収にな

りましたが、セグメント利益は付加価値の高いアルミ加工品の低迷を補いきれず、１億６千９百万円（前年同期比

７千３百万円減）と減益になりました。

　

［環境］

　環境事業においては、新規物件の受注は順調に推移しており、売上高も前期受注分のプラント物件が売上計上され

るなど、６億２千３百万円（前年同期比２２．８％増）と増収になりました。セグメント損益は１千２百万円（前

年同期比１百万円悪化）の損失となりました。

　

［その他］

　その他事業には、運送業・不動産業・ＬＥＤ事業等ありますが、売上高は３億２千万円（前年同期比６．２％

減）、セグメント利益は３千２百万円（前年同期と変わらず）となりました。

　

（２）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

（３）研究開発活動

　当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、２億３千５百万円であります。

なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 157,000,000

第２種優先株式 1,500,000

第３種優先株式 1,500,000

計 160,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成25年６月30日）

提出日現在発行数
（株）

（平成25年８月７日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 98,334,86798,334,867
東京証券取引所

　市場第二部
単元株式数 100株

第２種優先株式（当該優

先株式は行使価額修正条

項付新株予約権付社債券

等であります。）

1,500,000 1,500,000非上場
単元株式数 100株

（注）１、２、３７

第３種優先株式（当該優

先株式は行使価額修正条

項付新株予約権付社債券

等であります。）

1,500,000 1,500,000非上場
単元株式数 100株

（注）４、５、６、７

計 101,334,867101,334,867 － －

　（注）１．第２種優先株式（行使価額修正条項付新株予約権付社債券等）の特質は以下のとおりであります。 

　　　（１）普通株式の株価の下落により取得価額が下方に修正された場合、取得請求権の行使により交付される普通株式

数が増加します。

　　　（２）取得価額の修正の基準及び頻度

　　　　①　修正の基準：東京証券取引所の終値（５連続取引日平均）。

　　　　②　修正の頻度：毎月第３金曜日

　　　（３）取得価額の下限及び取得請求権の行使により交付されることとなる普通株式の株式数の上限

　　　　①　取得価額の下限　１０３円

　　　　②　取得請求権の行使により交付されることとなる普通株式の株式数の上限

　　　　　　29,126,213株（平成２５年６月３０日現在における第２種優先株式の発行済株式総数1,500,000株に基づき算

定。同日の普通株式の発行済株式総数の２９.６％）

　　　（４）当社の決定により本優先株式の全部の取得を可能とする旨の条項が設定されております。

　　　　２．第２種優先株式（行使価額修正条項付新株予約権付社債券等）に関する事項は以下のとおりであります。 

　　　（１）権利の行使に関する事項についての所有者との間の取決めの内容

　　　　　　　「注記３．（４）取得請求権」をご参照ください。

　　　（２）当社の株券の売買に関する事項についての所有者との間の取決めの内容

　　　　　　　「注記３．（８）普通株式の交付と引換に第２種優先株式の取得を請求する権利」をご参照ください。
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　　　　３．第２種優先株式の内容は次のとおりであります。

　　　　（１）優先配当金

　　　　①　優先配当金

　　　　　　　当会社は、期末配当を行うときは、配当起算日以降毎事業年度末日の株主名簿に記載又は記録された第２種優先

株式を有する株主（以下「第２種優先株主」という。）又は第２種優先株式の登録株式質権者（以下「第

２種優先登録株式質権者」という。）に対し、当会社普通株式を有する株主（以下「普通株主」という。）

及び当会社普通株式の登録株式質権者（以下「普通登録株式質権者」という。）に先立ち、第２種優先株

式１株につき下記②に定める額の剰余金を配当する。

　　　　②　優先配当金の額

　　　　　　　第２種優先株式１株当たりの優先配当金（以下「第２種優先配当金」という。）の額は、第２種優先株式の発行

価額（2,000円）に、日本円TIBOR（１年物）に0.25％を加算した利率を乗じ、円位未満小数第３位まで算

出し、その小数第３位を四捨五入した額とする。ただし、計算の結果、200円を超える場合は、第２種優先配

当金の額は200円とする。

「日本円TIBOR（１年物）」とは、年率修正日において、午前11時における日本円１年物トーキョー・イン

ター・バンク・オファード・レート（日本円TIBOR）として全国銀行協会によって公表される数値を指す

ものとする。ただし、日本円TIBOR（１年物）が公表されない場合は、同日（当日がロンドン銀行営業日で

ない場合は前ロンドン銀行営業日）ロンドン時間午前11時にスクリーン・ページに表示されるユーロ円

１年物ロンドン・インター・バンク・オファード・レート（ユーロ円LIBOR１年物（360日ベース））と

して英国銀行協会（BBA）によって公表される数値又はこれに準ずるものと認められるものを日本円

TIBOR（１年物）に代えて用いるものとする。

「年率修正日」とは、平成18年４月１日を含む事業年度については平成18年４月１日とし、それ以降は支

払われるべき第２種優先配当金に係る事業年度の初日とする。当日が、銀行営業日でない場合は前銀行営

業日とする。

　　　　　　「銀行営業日」とは、法令等により日本において銀行が休業することを認められ又は義務づけられている日以外

の日をいい、「ロンドン銀行営業日」とは、法令等によりロンドンにおいて銀行が休業することを認めら

れ又は義務づけられている日以外の日をいう。

　　　　③　非累積条項

　　　　　　　ある事業年度において第２種優先株主又は第２種優先登録株式質権者に対して配当する剰余金の額が第２種優

先配当金の額に達しないときは、その不足額は翌事業年度以降に累積しない。

　　　　④　非参加条項

　　　　　　　第２種優先株主又は第２種優先登録株式質権者に対しては、第２種優先配当金を超えて期末配当を行わない。

　　　　（２）残余財産の分配

　　　　　　　当会社の残余財産を分配するときは、第２種優先株主又は第２種優先登録株式質権者に対し、普通株主又は普通

登録株式質権者に先立ち、第２種優先株式１株につき2,000円を支払う。

第２種優先株主又は第２種優先登録株式質権者に対しては、前記分配のほか、残余財産の分配は行わない。

　　　　（３）議決権

　　　　　　　第２種優先株主は、法令に別段の定めがある場合を除き、株主総会において議決権を有しない。

　　　　（４）取得請求権

　　　　　　　第２種優先株主は、当会社に対し、平成24年７月１日以降毎年７月に発行価額をもって、本優先株式の全部又は

一部の取得を請求することができる。一部取得請求の場合は、抽選その他の方法により行う。

当会社は、前記の請求（以下「取得請求」という。）がなされた場合に限り、請求がなされた日の属する事

業年度の前事業年度における分配可能額の75％を限度として、第２種優先株式の取得をするものとする。

前記の限度額を超えて第２種優先株主及び第３種優先株主からの取得請求があった場合、取得の順位は、

第３種優先株式、第２種優先株式とする。
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　　　　（５）買受け又は消却

　　　　　　　当会社は、いつでも第２種優先株式の全部又は一部を買受け、これを株主に配当すべき剰余金をもって当該買受

価額により消却を行うことができる。

　　　　（６）取得条項

　　　　　　　当会社は、法令に定める場合を除き、平成21年４月１日以降いつでもその選択により第２種優先株主及び第２種

優先登録株式質権者に対して取得日から１ヵ月以上の事前通知を行った上で、その時点において残存する

第２種優先株式の全部又は一部を取得することができる。一部取得の場合は、抽選その他の方法により行

う。取得価額は、第２種優先株式１株につき2,000円とする。

　　　　（７）株式の併合又は分割、新株引受権等

　　　　　　　当会社は、法令に定める場合を除き、第２種優先株式について株式の併合又は分割を行わない。当会社は、第２種

優先株主又は第２種優先登録株式質権者に対しては、新株引受権又は新株予約権もしくは新株予約権付社

債の引受権を与えない。

　　　　（８）普通株式の交付と引換えに第２種優先株式の取得を請求する権利

　　　　①　取得を請求し得べき期間

　　　　　　　第２種優先株式の取得を請求し得べき期間は、平成19年10月１日から平成29年３月29日までとする。

　　　　②　取得の条件

　　　　　　　第２種優先株式は、上記①の期間中、１株につき下記ａ．乃至ｃ．に定める取得価額により、当会社普通株式に

引換えすることができる。

　　　　　ａ．当初取得価額

　　　　　　　当初取得価額は、206円とする。

　　　　　ｂ．取得価額の修正

　　　　　　　平成19年11月１日以降の毎月第３金曜日（以下「決定日」という。）の翌取引日以降、取得価額は、決定日ま

で（当日を含む。）の５連続取引日（ただし、終値（気配表示を含む。以下同じ。）のない日は除き、決

定日が取引日でない場合には、決定日の直前の取引日までの５連続取引日とする。以下「時価算定期

間」という。）の株式会社東京証券取引所における当会社普通株式の普通取引の毎日の終値の平均値

（円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を切り捨てる。以下「修正後取得価額」という。）に修

正される。なお、時価算定期間内に、下記ｃ．で定める取得価額の調整事由が生じた場合には、修正後取

得価額は、第２種優先株式の要項に従い当会社が適当と判断する値に調整される。ただし、かかる算出

の結果、修正後取得価額が103円（以下「下限取得価額」という。ただし、下記ｃ．による調整を受け

る。)を下回る場合には、修正後取得価額は下限取得価額とし、修正後取得価額が412円（以下「上限取

得価額」という。ただし、下記ｃ．による調整を受ける。)を上回る場合には、修正後取得価額は上限取

得価額とする。

　　　　　ｃ．取得価額の調整

　　　　　　　（ａ）当会社は、第２種優先株式の発行後、下記（ｂ）に掲げる各事由により当会社の発行済普通株式数に変

更を生じる場合又は変更を生じる可能性がある場合は、次に定める算式（以下「取得価額調整

式」という。）をもって取得価額を調整する。

     　 既発行

　普通株式数

 

＋

 新発行・処分普通株式数×１株当たりの発行・処分価額

  

  調整後

 取得価額

 

＝ 

 

 調整前

取得価額

 

×

 １株当たりの時価

   既発行普通株式数＋新発行・処分普通株式数

　　　　　　　（ｂ）取得価額調整式により第２種優先株式の取得価額の調整を行う場合及びその調整後の取得価額の適用

時期については、次に定めるところによる。

　　　　　イ　下記（ｃ）ロに定める時価を下回る発行価額又は処分価額をもって普通株式を新たに発行し又は当会

社の有する当会社普通株式を処分する場合（ただし、当会社普通株式に取得される証券もしくは

取得できる証券又は当会社の普通株式の発行もしくはこれに代えて当会社の有する当会社の普

通株式の移転（以下当会社の普通株式の発行又は移転を「交付」という。）を請求できる新株予

約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）の引換え又は行使による場合を除く。）。

調整後の取得価額は、払込期日の翌日以降、また募集のための基準日がある場合はその日の翌日

以降これを適用する。
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　　　　　ロ　株式分割により普通株式を発行する場合

調整後の取得価額は、当該株式分割のための基準日の翌日以降これを適用する。ただし、分配可

能額から資本に組入れられることを条件にその部分をもって株式の分割により普通株式を発行

する旨取締役会で決議する場合で、当該分配可能額の資本組入れの決議をする株主総会の終結

の日以前の日を株式分割のための基準日とする場合には、調整後の取得価額は、当該分配可能額

の資本組入れの決議をした株主総会の終結の日の翌日以降これを適用する。

なお、上記ただし書の場合において、当該株式分割のための基準日の翌日から当該分配可能額の

資本組入れの決議をした株主総会の終結の日までに行使請求をなした者に対しては、次の算出

方法により、当会社普通株式を交付する。なお、株券の交付については下記g.の規定を準用する。

 

 

 株式数

 

 

＝ 

 （調整前取得価額－調整後取得価額）　× 調整前取得価額をもって当該期間内

に交付された株式数

調整後取得価額

　　　　　　　この場合に、１株未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、現金による調整は行わない。

　　　　　ハ　下記（ｃ）ロに定める時価を下回る価額をもって当会社普通株式に取得される証券もしくは取得でき

る証券又は当会社普通株式の交付を請求できる新株予約権もしくは新株予約権付社債を発行す

る場合

調整後の取得価額は、発行される証券又は新株予約権もしくは新株予約権付社債の全てが当初

の取得価額で引換えられ又は当初の行使価額で行使されたものとみなして取得価額調整式を準

用して算出するものとし、払込期日（新株予約権が無償にて発行される場合は発行日）の翌日

以降これを適用する。ただし、その証券の募集のための基準日がある場合は、その日の翌日以降

これを適用する。

　　　　　　（ｃ） イ 取得価額調整式の計算については、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を切り捨てる。

　　　　　　　 　ロ 取得価額調整式に使用する時価は、調整後の取得価額を適用する日（ただし、上記（ｂ）ロただし書の

場合には基準日）に先立つ45取引日目に始まる30取引日（終値のない日数を除く。）の株式

会社東京証券取引所における当会社普通株式の普通取引の毎日の終値の平均値とする。

この場合、平均値の計算は、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を切り捨てる。

　　　　　　　　 ハ 取得価額調整式で使用する既発行普通株式数は、基準日がある場合はその日、また基準日がない場合は

調整後の取得価額を適用する日２ヶ月前の日における当会社の発行済普通株式数から、当該

日における当会社の有する当会社普通株式数を控除した数とする。また、上記（ｂ）ロの場合

には、取得価額調整式で使用する新発行・処分株式数は、基準日における当会社の有する当会

社普通株式に割り当てられる当会社普通株式数を含まないものとする。

　　　　　　　　 ニ 取得価額調整式により算出された取得価額と調整前取得価額との差額が１円未満にとどまるときは、

取得価額の調整は行わないこととする。ただし、次に取得価額の調整を必要とする事由が発生

し取得価額を算出する場合は、取得価額調整式中の調整前取得価額に代えて、調整前取得価額

からこの差額を差引いた額を使用するものとする。

　　　　　　　（ｄ）上記（ｂ）の取得価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、当会社は、必要な取得価

額の調整を行う。

　　　　　　　 　イ 株式の併合、資本の減少、会社法第762条に定められた新設分割、会社法第757条に定められた吸収分割、

又は合併のために取得価額の調整を必要とするとき。

　　　　　　　 　ロ その他当会社普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由の発生により取得価額の調整を必要と

するとき。

　　　　　　　 　ハ 取得価額を調整すべき事由が２つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後の取得価額の算出

に当たり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。
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　　　　　ｄ．上記ｂ．又はｃ．により取得価額の修正又は調整を行うときは、当会社は、あらかじめ書面によりその旨並

びにその事由、修正前又は調整前の取得価額、修正後又は調整後の取得価額及びその適用の日その他必

要な事項を第２種優先株主に通知する。ただし、上記ｃ.（ｂ）ロただし書に示される株式分割の場合そ

の他適用の日の前日までに前記の通知を行うことができないときは、適用の日以降すみやかにこれを行

う。

　　　　　ｅ．第２種優先株式の取得請求の方法

　　　　　　　第２種優先株式の取得請求受付事務は、下記③の取得請求受付場所（以下「取得請求受付場所」という。）

においてこれを取扱う。

　　　　　　　（ａ）第２種優先株式を取得請求しようとする第２種優先株主は、当会社の定める取得請求書に、取得請求し

ようとする第２種優先株式を表示し、請求の年月日等を記載してこれに記名捺印した上、その第２

種優先株式の株券を添えて取得を請求し得べき期間中に取得請求受付場所に提出しなければなら

ない。ただし、第２種優先株式の株券が発行されないときは、株券の提出を要しない。

　　　　　　　（ｂ）取得請求受付場所に対し取得請求に要する書類を提出した者は、その後これを撤回することができな

い。

　　　　　ｆ．第２種優先株式の取得請求の効力発生時期

　　　　　　　取得請求の効力は、取得請求に要する書類の全部が取得受付場所に到着した日に発生する。

　　　　　ｇ．株券の交付方法

　　　　　　　当会社は、取得請求の効力発生後すみやかに第２種優先株式の引換えにより発行すべき当会社普通株式の株

券を第２種優先株主に交付する。ただし、単元未満株式については株券を発行しない。

　　　　　ｈ．第２種優先株式の要項の規定中読み替えその他の措置が必要となる場合には、当会社は必要な措置を講じ

る。

　　　　　ｉ．引換えにより発行すべき普通株式数

　　　　　　　第２種優先株式の引換えにより発行すべき当会社普通株式数は、次のとおりとする。

引換えにより

発行すべき普

通株式数

＝ 

 第２種優先株主が引換え請求のために提出した第２種優先株式の発行価額の総額

取得価額

　　　　　　引換えにより発行すべき普通株式数の算出に当たっては、１株未満小数第１位まで算出し、その小数第１位を

切り捨て、現金による調整は行わない。

　　　　③　取得請求受付場所

　　　　　　　東京都千代田区丸の内一丁目４番１号　　三井住友信託銀行株式会社　本店

　　　　（９）普通株式への一斉転換

　　　　　　　平成19年10月１日から平成29年３月29日までに取得請求のなかった第２種優先株式は、平成29年３月30日（以

下「一斉転換日」という。）をもって取得し、これと引換えに、各第２種優先株主の有する第２種優先株式

の発行価額相当額を一斉転換日まで（当日を含む。）の５連続取引日（ただし、終値のない日は除き、一斉

転換日が取引日でない場合には、一斉転換日の直前の取引日までの５連続取引日とする。）の株式会社東

京証券取引所における当会社の普通株式の普通取引の毎日の終値の平均値（円位未満小数第２位まで算

出し、その小数第２位を切り捨てる。）で除して得られる数の普通株式を交付する。ただし、当該平均値が

（ａ）下限取得価額を下回るとき、又は、（ｂ）上限取得価額を上回るときは、各第２種優先株主の有する

第２種優先株式の発行価額相当額を、（ａ）の場合は当該下限取得価額で、（ｂ）の場合は当該上限取得

価額で、それぞれ除して得られる数の普通株式を交付する。なお、上記の普通株式数の算出にあたって１株

に満たない端数が生じたときは、会社法第234条に定める端数の処理の規定に準じてこれを取扱う。本

（９）に基づき第２種優先株式の一斉転換の効力が発生した場合には、当会社は、すみやかに第２種優先

株式の取得により発行すべき当会社普通株式の株券を交付する。ただし、単元未満株式については株券を

発行しない。

　　　　（１０）期中の引換え又は一斉転換があった場合の取扱い

　　　　　　　第２種優先株式の取得請求により発行された当会社の普通株式に対する最初の期末配当金又は会社法第454条

第５項に定められた剰余金の配当（中間配当）については、引換えの請求又は一斉転換が４月１日から９

月30日までの間になされたときは４月１日に、10月１日から翌年３月31日までの間になされたときは10月

１日に、それぞれ取得があったものとみなして支払うものとする。
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　　　　（１１）会社法第３２２条第２項に規定する定款の定め

　　　　　　　当会社は、定款に会社法第３２２条第２項に規定する定めはありません。

　　　　４．第３種優先株式（行使価額修正条項付新株予約権付社債券等）の特質は以下のとおりであります。 

　　　　（１）普通株式の株価の下落により取得価額が下方に修正された場合、取得請求権の行使により交付される普通株

式数が増加します。

　　　　（２）取得価額の修正の基準及び頻度

　　　　　①　修正の基準：東京証券取引所の終値（５連続取引日平均）。

　　　　　②　修正の頻度：毎年４月１日

　　　　（３）取得価額の下限及び取得請求権の行使により交付されることとなる普通株式の株式数の上限

　　　　　①　取得価額の下限　１０３円

　　　　　②　取得請求権の行使により交付されることとなる普通株式の株式数の上限

　　　　　　　29,126,213株（平成２５年６月３０日現在における第２種優先株式の発行済株式総数1,500,000株に基づき算

定。同日の普通株式の発行済株式総数の２９.６％）

　　　　（４）当社の決定により本優先株式の全部の取得を可能とする旨の条項が設定されております。

　　　　５．第３種優先株式（行使価額修正条項付新株予約権付社債券等）に関する事項は以下のとおりであります。

　　　　（１）権利の行使に関する事項についての所有者との間の取決めの内容

　　　　　　　「注記６．（４）取得請求権」をご参照ください。

　　　　（２）当社の株券の売買に関する事項についての所有者との間の取決めの内容

　　　　　　　「注記６．（８）普通株式の交付と引換に第３種優先株式の取得を請求する権利」をご参照ください。

　　　　６．第３種優先株式の内容は次のとおりであります。

　　　　（１）優先配当金

　　　　①　優先配当金

　　　　　　　当会社は、期末配当を行うときは、配当起算日以降毎事業年度末日の株主名簿に記載又は記録された第３種優先

株式を有する株主（以下「第３種優先株主」という。）又は第３種優先株式の登録株式質権者（以下「第

３種優先登録株式質権者」という。）に対し、当会社普通株式を有する株主（以下「普通株主」という。）

及び当会社普通株式の登録株式質権者（以下「普通登録株式質権者」という。）に先立ち、第３種優先株

式１株につき下記②に定める額の剰余金を配当する。

　　　　②　優先配当金の額

　　　　　　　第３種優先株式１株当たりの優先配当金（以下「第３種優先配当金」という。）の額は、第３種優先株式の発行

価額（2,000円）に、日本円TIBOR（１年物）に1.0％を加算した利率を乗じ、円位未満小数第３位まで算出

し、その小数第３位を四捨五入した額とする。ただし、計算の結果、200円を超える場合は、第３種優先配当

金の額は200円とする。

「日本円TIBOR（１年物）」とは、年率修正日において、午前11時における日本円１年物トーキョー・イン

ター・バンク・オファード・レート（日本円TIBOR）として全国銀行協会によって公表される数値を指す

ものとする。ただし、日本円TIBOR（１年物）が公表されない場合は、同日（当日がロンドン銀行営業日で

ない場合は前ロンドン銀行営業日）ロンドン時間午前11時にスクリーン・ページに表示されるユーロ円

１年物ロンドン・インター・バンク・オファード・レート（ユーロ円LIBOR１年物（360日ベース））と

して英国銀行協会（BBA）によって公表される数値又はこれに準ずるものと認められるものを日本円

TIBOR（１年物）に代えて用いるものとする。

「年率修正日」とは、平成18年４月１日を含む事業年度については平成18年４月１日とし、それ以降は支

払われるべき第３種優先配当金に係る事業年度の初日とする。当日が、銀行営業日でない場合は前銀行営

業日とする。

「銀行営業日」とは、法令等により日本において銀行が休業することを認められ又は義務づけられている

日以外の日をいい、「ロンドン銀行営業日」とは、法令等によりロンドンにおいて銀行が休業することを

認められ又は義務づけられている日以外の日をいう。
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　　　　③　非累積条項

　　　　　　　ある事業年度において第３種優先株主又は第３種優先登録株式質権者に対して配当する剰余金の額が第３種優

先配当金の額に達しないときは、その不足額は翌事業年度以降に累積しない。

　　　　④　非参加条項

　　　　　　　第３種優先株主又は第３種優先登録株式質権者に対しては、第３種優先配当金を超えて期末配当を行わない。

　　　　（２）残余財産の分配

　　　　　　　当会社の残余財産を分配するときは、第３種優先株主又は第３種優先登録株式質権者に対し、普通株主又は普通

登録株式質権者に先立ち、第３種優先株式１株につき2,000円を支払う。

第３種優先株主又は第３種優先登録株式質権者に対しては、前記分配のほか残余財産の分配は行わない。

　　　　（３）議決権

　　　　　　　第３種優先株主は、法令に別段の定めがある場合を除き、株主総会において議決権を有しない。

　　　　（４）取得請求権

　　　　　　　第３種優先株主は、当会社に対し、平成21年７月１日以降毎年７月に発行価額をもって、本優先株式の全部又は

一部の取得を請求することができる。一部取得請求の場合は、抽選その他の方法により行う。

当会社は、前記の請求（以下「取得請求」という。）がなされた場合に限り、請求がなされた日の属する事

業年度の前事業年度における分配可能額の75％を限度として、第３種優先株式の取得をするものとする。

前記の限度額を超えて第２種優先株主及び第３種優先株主からの取得請求があった場合、取得の順位は、

第３種優先株式、第２種優先株式とする。

　　　　（５）買受け又は消却

　　　　　　　当会社は、いつでも第３種優先株式の全部又は一部を買受け、これを株主に配当すべき剰余金をもって当該買受

価額により消却を行うことができる。

　　　　（６）取得条項

　　　　　　　当会社は、法令で定める場合を除き、平成27年４月１日以降いつでもその選択により第３種優先株主及び第３種

優先登録株式質権者に対して、取得日から１ヵ月以上の事前通知を行った上で、その時点において残存す

る第３種優先株式の全部又は一部を取得することができる。一部取得の場合は、抽選その他の方法により

行う。

取得価額は、１株につき2,000円に経過配当金相当額を加算した額とする。前記「経過配当金相当額」と

は、優先配当金の額を取得日の属する事業年度の初日から取得日までの日数で日割計算した額とする。

　　　　（７）株式の併合又は分割、新株引受権等

　　　　　　　当会社は、法令に定める場合を除き、第３種優先株式について株式の併合又は分割を行わない。当会社は、第３種

優先株主又は第３種優先登録株式質権者に対しては、新株引受権又は新株予約権もしくは新株予約権付社

債の引受権を与えない。

　　　　（８）普通株式の交付と引換えに第３種優先株式の取得を請求する権利

　　　　①　取得を請求し得べき期間

　　　　　　　第３種優先株式の取得を請求し得べき期間は、平成21年４月１日から平成29年３月29日までとする。
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　　　　②　取得の条件

　　　　　　　第３種優先株式は、上記①の期間中、１株につき下記ａ．乃至ｃ．に定める取得価額により、当会社普通株式に

引換えすることができる。

　　　　　ａ．当初取得価額

　　　　　　　当初取得価額は、206円とする。

　　　　　ｂ．取得価額の修正

　　　　　　　平成22年４月１日以降の毎年４月１日（以下「決定日」という。）の翌取引日以降、取得価額は、決定日まで

（当日を含む。）の５連続取引日（ただし、終値（気配表示を含む。以下同じ。）のない日は除き、決定

日が取引日でない場合には、決定日の直前の取引日までの５連続取引日とする。以下「時価算定期間」

という。）の株式会社東京証券取引所における当会社普通株式の普通取引の毎日の終値の平均値（円

位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を切り捨てる。以下「修正後取得価額」という。）に修正さ

れる。なお、時価算定期間内に、下記ｃ．で定める取得価額の調整事由が生じた場合には、修正後取得価

額は、第３種優先株式の要項に従い当会社が適当と判断する値に調整される。ただし、かかる算出の結

果、修正後取得価額が103円（以下「下限取得価額」という。ただし、下記ｃ．による調整を受ける。)を

下回る場合には、修正後取得価額は下限取得価額とし、修正後取得価額が412円（以下「上限取得価

額」という。ただし、下記ｃ．による調整を受ける。)を上回る場合には、修正後取得価額は上限取得価

額とする。

　　　　　ｃ．取得価額の調整

　　　　　　　（ａ）当会社は、第３種優先株式の発行後、下記（ｂ）に掲げる各事由により当会社の発行済普通株式数に変

更を生じる場合又は変更を生じる可能性がある場合は、次に定める算式（以下「取得価額調整

式」という。）をもって取得価額を調整する。

     　 既発行

　普通株式数

 

＋

 新発行・処分普通株式数×１株当たりの発行・処分価額

  

  調整後

 取得価額

 

＝ 

 

 調整前

取得価額

 

×

 １株当たりの時価

   既発行普通株式数＋新発行・処分普通株式数

　　　　　　　（ｂ）取得価額調整式により第３種優先株式の取得価額の調整を行う場合及びその調整後の取得価額の適用

時期については、次に定めるところによる。

　　　　　イ　下記（ｃ）ロに定める時価を下回る発行価額又は処分価額をもって普通株式を新たに発行し又は当会

社の有する当会社普通株式を処分する場合（ただし、当会社普通株式に取得される証券もしくは

取得できる証券又は当会社の普通株式の発行もしくはこれに代えて当会社の有する当会社の普

通株式の移転（以下当会社の普通株式の発行又は移転を「交付」という。）を請求できる新株予

約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）の引換え又は行使による場合を除く。）。

調整後の取得価額は、払込期日の翌日以降、また募集のための基準日がある場合はその日の翌日

以降これを適用する。

　　　　　ロ　株式分割により普通株式を発行する場合

調整後の取得価額は、当該株式分割のための基準日の翌日以降これを適用する。ただし、分配可能

額から資本に組入れられることを条件にその部分をもって株式の分割により普通株式を発行す

る旨取締役会で決議する場合で、当該分配可能額の資本組入れの決議をする株主総会の終結の日

以前の日を株式分割のための基準日とする場合には、調整後の取得価額は、当該分配可能額の資

本組入れの決議をした株主総会の終結の日の翌日以降これを適用する。

なお、上記ただし書の場合において、当該株式分割のための基準日の翌日から当該分配可能額の

資本組入れの決議をした株主総会の終結の日までに行使請求をなした者に対しては、次の算出方

法により、当会社普通株式を交付する。なお、株券の交付については下記ｇ．の規定を準用する。

 

 

 株式数

 

 

＝ 

 （調整前取得価額－調整後取得価額）　× 調整前取得価額をもって当該期間内に交

付された株式数

調整後取得価額

　　　　　　　この場合に、１株未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、現金による調整は行わない。
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　　　　　ハ　下記（ｃ）ロに定める時価を下回る価額をもって当会社普通株式に取得される証券もしくは取得でき

る証券又は当会社普通株式の交付を請求できる新株予約権もしくは新株予約権付社債を発行す

る場合

調整後の取得価額は、発行される証券又は新株予約権もしくは新株予約権付社債の全てが当初

の取得価額で引換えられ又は当初の行使価額で行使されたものとみなして取得価額調整式を準

用して算出するものとし、払込期日（新株予約権が無償にて発行される場合は発行日）の翌日

以降これを適用する。ただし、その証券の募集のための基準日がある場合は、その日の翌日以降

これを適用する。

　　　　　　（ｃ） イ 取得価額調整式の計算については、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を切り捨てる。

　　　　　　　 　ロ 取得価額調整式に使用する時価は、調整後の取得価額を適用する日（ただし、上記（ｂ）ロただし書の

場合には基準日）に先立つ45取引日目に始まる30取引日（終値のない日数を除く。）の株式

会社東京証券取引所における当会社普通株式の普通取引の毎日の終値の平均値とする。

この場合、平均値の計算は、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を切り捨てる。

　　　　　　　　 ハ 取得価額調整式で使用する既発行普通株式数は、基準日がある場合はその日、また基準日がない場合は

調整後の取得価額を適用する日２ヶ月前の日における当会社の発行済普通株式数から、当該

日における当会社の有する当会社普通株式数を控除した数とする。また、上記（ｂ）ロの場合

には、取得価額調整式で使用する新発行・処分株式数は、基準日における当会社の有する当会

社普通株式に割り当てられる当会社普通株式数を含まないものとする。

　　　　　　　　 ニ 取得価額調整式により算出された取得価額と調整前取得価額との差額が１円未満にとどまるときは、

取得価額の調整は行わないこととする。ただし、次に取得価額の調整を必要とする事由が発生

し取得価額を算出する場合は、取得価額調整式中の調整前取得価額に代えて、調整前取得価額

からこの差額を差引いた額を使用するものとする。

　　　　　　　（ｄ）上記（ｂ）の取得価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、当会社は、必要な取得価

額の調整を行う。

　　　　　　　 　イ 株式の併合、資本の減少、会社法第762条に定められた新設分割、会社法第757条に定められた吸収分割、

又は合併のために取得価額の調整を必要とするとき。

　　　　　　　 　ロ その他当会社普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由の発生により取得価額の調整を必要と

するとき。

　　　　　　　 　ハ 取得価額を調整すべき事由が２つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後の取得価額の算出

に当たり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。

　　　　　ｄ．上記ｂ．又はｃ．により取得価額の修正又は調整を行うときは、当会社は、あらかじめ書面によりその旨並

びにその事由、修正前又は調整前の取得価額、修正後又は調整後の取得価額及びその適用の日その他必

要な事項を第３種優先株主に通知する。ただし、上記ｃ．（ｂ）ロただし書に示される株式分割の場合

その他適用の日の前日までに前記の通知を行うことができないときは、適用の日以降すみやかにこれを

行う。

　　　　　ｅ．第３種優先株式の取得請求の方法

　　　　　　　第３種優先株式の取得請求受付事務は、下記③の取得請求受付場所（以下「取得請求受付場所」という。）

においてこれを取扱う。

　　　　　　　（ａ）第３種優先株式を取得請求しようとする第３種優先株主は、当会社の定める取得請求書に、取得請求し

ようとする第３種優先株式を表示し、請求の年月日等を記載してこれに記名捺印した上、その第３

種優先株式の株券を添えて取得を請求し得べき期間中に取得請求受付場所に提出しなければなら

ない。ただし、第３種優先株式の株券が発行されないときは、株券の提出を要しない。

　　　　　　　（ｂ）取得請求受付場所に対し取得請求に要する書類を提出した者は、その後これを撤回することができな

い。
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　　　　　ｆ．第３種優先株式の取得請求の効力発生時期

　　　　　　　取得請求の効力は、取得請求に要する書類の全部が取得受付場所に到着した日に発生する。

　　　　　ｇ．株券の交付方法

　　　　　　　当会社は、取得請求の効力発生後すみやかに第３種優先株式の引換えにより発行すべき当会社普通株式の株

券を第３種優先株主に交付する。ただし、単元未満株式については株券を発行しない。

　　　　　ｈ．第３種優先株式の要項の規定中読み替えその他の措置が必要となる場合には、当会社は必要な措置を講じ

る。

　　　　　ｉ．引換えにより発行すべき普通株式数

　　　　　　　第３種優先株式の引換えにより発行すべき当会社普通株式数は、次のとおりとする。

引換えにより

発行すべき普

通株式数

＝ 

 第３種優先株主が引換え請求のために提出した第３種優先株式の発行価額の総額

取得価額

　　　　　　引換えにより発行すべき普通株式数の算出に当たっては、１株未満小数第１位まで算出し、その小数第１位を

切り捨て、現金による調整は行わない。

　　　　③　取得請求受付場所

　　　　　　　東京都千代田区丸の内一丁目４番１号　　三井住友信託銀行株式会社　本店

　　　　（９）普通株式への一斉転換

　　　　　　　平成21年４月１日から平成29年３月29日までに取得請求のなかった第３種優先株式は、平成29年３月30日（以

下「一斉転換日」という。）をもって取得し、これと引換えに、各第３種優先株主の有する第３種優先株式

の発行価額相当額を一斉転換日まで（当日を含む。）の５連続取引日（ただし、終値のない日は除き、一斉

転換日が取引日でない場合には、一斉転換日の直前の取引日までの５連続取引日とする。）の株式会社東

京証券取引所における当会社の普通株式の普通取引の毎日の終値の平均値（円位未満小数第２位まで算

出し、その小数第２位を切り捨てる。）で除して得られる数の普通株式を交付する。ただし、当該平均値が

（ａ）下限取得価額を下回るとき、又は、（ｂ）上限取得価額を上回るときは、各第３種優先株主の有する

第３種優先株式の発行価額相当額を、（ａ）の場合は当該下限取得価額で、（ｂ）の場合は当該上限取得

価額で、それぞれ除して得られる数の普通株式を交付する。なお、上記の普通株式数の算出にあたって１株

に満たない端数が生じたときは、会社法第234条に定める端数の処理の規定に準じてこれを取扱う。本

（９）に基づき第３種優先株式の一斉転換の効力が発生した場合には、当会社は、すみやかに第３種優先

株式の取得により発行すべき当会社普通株式の株券を交付する。ただし、単元未満株式については株券を

発行しない。

　　　　（１０）期中の引換え又は一斉転換があった場合の取扱い

　　　　　　　第３種優先株式の取得請求により発行された当会社の普通株式に対する最初の期末配当金又は会社法第454条

第5項に定められた剰余金の配当（中間配当）については、引換えの請求又は一斉転換が４月１日から９

月30日までの間になされたときは４月１日に、10月１日から翌年３月31日までの間になされたときは10月

１日に、それぞれ取得があったものとみなして支払うものとする。

　　　　（１１）会社法第３２２条第２項に規定する定款の定め

　　　　　　　当会社は、定款に会社法第３２２条第２項に規定する定めはありません。

        ７．当会社は、定款において優先株式が剰余金の配当及び残余財産の分配について普通株式に優先すること、並

びに普通株式を対価とする取得請求権が付されていること等の株式の内容との関係から、法令に別段の定め

がある場合を除き、株主総会において議決権を有しない旨定めております。
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（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（千株）

発行済株式総
数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成25年４月１日～

平成25年６月30日　
－ 101,334 － 1,709 － 791

　

　

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成25年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】

 平成25年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式
第２種優先株式

第３種優先株式

1,500,000

1,500,000
－

優先株式の内容は、(1)株

式の総数等　②発行済株

式の注記を参照

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）

　
普通株式 71,600 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 98,035,700 980,357 －

単元未満株式 普通株式 227,567 － －

発行済株式総数 101,334,867 － －

総株主の議決権 － 980,357 －

　

      ②【自己株式等】

 平成25年６月30日現在

所有者の氏名又は名
称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

不二サッシ株式会社

神奈川県川崎市幸区

鹿島田1丁目1番2号　

（新川崎三井ビル

ディング）

58,600 － 58,600 0.06

株式会社大鷹製作所

愛知県名古屋市守山

区大字上志段味1200

番地

13,000 － 13,000 0.01

計 － 71,600 － 71,600 0.07

　（注）１．上記のほか株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が1,500株あります。

（昭和56年10月１日に吸収合併した不二サッシ販売株式会社名義900株を含む。）なお、当該株式は上記「①

発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」に1,500株含まれております。

２．上記のほか株主名簿上は関係会社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が100株あり

ます。なお、当該株式は上記「①発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」に100株含まれております。

　

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号）に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成25年４月１日から平成

25年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成25年４月１日から平成25年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、東陽監査法人による四半期レビューを受けております。　
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成25年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 12,763 12,351

受取手形及び売掛金 ※1
 19,293

※1, ※4
 15,261

商品及び製品 1,223 1,276

仕掛品 12,443 16,834

原材料及び貯蔵品 3,256 3,425

販売用不動産 210 210

繰延税金資産 784 836

その他 1,438 ※4
 1,653

貸倒引当金 △946 △884

流動資産合計 50,466 50,966

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 35,653 ※5
 35,725

減価償却累計額及び減損損失累計額 △28,550 △28,677

建物及び構築物（純額） 7,103 7,047

機械装置及び運搬具 43,740 ※5
 43,871

減価償却累計額及び減損損失累計額 △41,905 △41,785

機械装置及び運搬具（純額） 1,835 2,085

土地 13,158 13,205

リース資産 382 434

減価償却累計額 △136 △156

リース資産（純額） 246 278

建設仮勘定 861 131

その他 14,057 ※5
 13,427

減価償却累計額及び減損損失累計額 △13,695 △13,014

その他（純額） 362 413

有形固定資産合計 23,567 23,162

無形固定資産

その他 168 170

無形固定資産合計 168 170

投資その他の資産

投資有価証券 1,951 2,094

長期貸付金 41 40

繰延税金資産 643 568

その他 2,127 2,123

貸倒引当金 △757 △731

投資その他の資産合計 4,006 4,095

固定資産合計 27,742 27,428

資産合計 78,208 78,394
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成25年６月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※1
 19,198

※1
 16,656

短期借入金 21,907 22,431

リース債務 87 98

未払法人税等 178 118

前受金 7,046 10,108

賞与引当金 － 262

役員賞与引当金 4 －

工事損失引当金 93 88

資産除去債務 98 111

その他 3,241 2,500

流動負債合計 51,855 52,375

固定負債

長期借入金 2,749 2,699

リース債務 175 198

繰延税金負債 159 164

再評価に係る繰延税金負債 447 447

退職給付引当金 11,557 11,759

資産除去債務 179 167

その他 636 636

固定負債合計 15,905 16,073

負債合計 67,760 68,448

純資産の部

株主資本

資本金 1,709 1,709

資本剰余金 814 814

利益剰余金 6,530 5,905

自己株式 △8 △8

株主資本合計 9,046 8,420

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 202 299

土地再評価差額金 1,471 1,471

為替換算調整勘定 △396 △370

その他の包括利益累計額合計 1,277 1,400

少数株主持分 123 125

純資産合計 10,447 9,946

負債純資産合計 78,208 78,394
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年６月30日)

売上高 ※1
 13,779

※1
 16,043

売上原価 11,835 13,775

売上総利益 1,943 2,268

販売費及び一般管理費 2,497 2,674

営業損失（△） △554 △406

営業外収益

受取利息 8 6

受取配当金 14 18

受取保険金 13 3

受取賃貸料 7 7

その他 13 35

営業外収益合計 56 71

営業外費用

支払利息 157 143

手形売却損 13 6

持分法による投資損失 4 5

その他 13 30

営業外費用合計 189 185

経常損失（△） △687 △520

特別利益

固定資産売却益 6 8

国庫補助金 － 568

特別利益合計 6 577

特別損失

固定資産除却損 9 20

退職給付費用 0 －

固定資産圧縮損 － 568

その他 1 3

特別損失合計 11 592

税金等調整前四半期純損失（△） △692 △536

法人税等 48 88

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △741 △624

少数株主利益 9 0

四半期純損失（△） △751 △625
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【四半期連結包括利益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △741 △624

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △57 96

為替換算調整勘定 266 27

その他の包括利益合計 208 124

四半期包括利益 △532 △500

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △538 △502

少数株主に係る四半期包括利益 6 2
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

※１  四半期連結会計期間末日満期手形

　　　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。な

お、当四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形が四

半期連結会計期間末日残高に含まれております。

 
前連結会計年度

（平成25年３月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成25年６月30日）

受取手形 638百万円 519百万円

支払手形 2,054 1,632

 

２　保証債務

　下記の法人等の金融機関等からの借入等に対し、債務保証を行っております。

前連結会計年度
（平成25年３月31日）

当第１四半期連結会計期間
（平成25年６月30日）

社会福祉法人メイプル 16百万円 社会福祉法人メイプル 16百万円

その他 0 その他 0

計 16 計 16

 

３  受取手形割引高及び受取手形裏書譲渡高

 
前連結会計年度

（平成25年３月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成25年６月30日）

受取手形割引高 1,677百万円 932百万円

受取手形裏書譲渡高 145 113

 

※４  手形債権流動化　

手形債権の一部を譲渡し債権の流動化を行っております。　

尚、受取手形の流動化に伴い、信用補完目的の留保金額を流動資産「その他」に含めて表示しております。　

 
前連結会計年度

（平成25年３月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成25年６月30日）

受取手形の流動化による譲渡高 －百万円 875百万円

信用補完目的の留保金額 － 208

　

※５　国庫補助金等の受領により、固定資産の取得価額から控除した圧縮記帳額　

 
前連結会計年度

（平成25年３月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成25年６月30日）

建物及び構築物 －百万円 98百万円

機械装置及び運搬具 － 469

その他 － 0

　　　　　　　　計 － 568
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（四半期連結損益計算書関係）

前第１四半期連結累計期間（自  平成24年４月１日  至  平成24年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間

（自  平成25年４月１日  至  平成25年６月30日）

※１　当社グループでは、第２四半期及び第４四半期に売上計上が集中する傾向があるため、第１四半期連結会計

期間の売上高は、第２四半期及び第４四半期連結会計期間の売上高と比べ著しく低くなっております。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりです。　

　

　
前第１四半期連結累計期間
（自　平成24年４月１日
至　平成24年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年６月30日）

減価償却費 358百万円 351百万円
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自平成24年4月1日　至平成24年6月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）　

 報告セグメント　 　その他　
　（注）

合計　
 建材　　　 形材外販 環境 計

売上高       

外部顧客に対する売上高 8,265 4,664 507 13,437 341 13,779

セグメント間の内部売上

高又は振替高
59 1,886 － 1,945 675 2,621

計 8,324 6,550 507 15,382 1,017 16,400

セグメント利益又は損失

（△）
△467 242 △11 △237 32 △204

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、「不動産」、「運送」、

「保管管理」、「各種金属の表面処理」等を含んでおります。　

　

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額

の主な内容（差異調整に関する事項）　　　　　　　　　　（単位：百万円）

利益 金額

報告セグメント計 △237

「その他」の区分の利益 32

セグメント間取引消去 31

全社費用（注） △381

四半期連結損益計算書の営業損失

（△）　
△554

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。
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Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自平成25年4月1日　至平成25年6月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）　

 報告セグメント　 　その他　
　（注）

合計　
 建材　　　 形材外販 環境 計

売上高       

外部顧客に対する売上高 9,991 5,108 623 15,723 320 16,043

セグメント間の内部売上

高又は振替高
72 1,982 － 2,054 655 2,710

計 10,063 7,090 623 17,777 976 18,754

セグメント利益又は損失

（△）
△216 169 △12 △59 32 △27

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、「不動産」、「運送」、

「保管管理」、「ＬＥＤ商品」等を含んでおります。　

　

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額

の主な内容（差異調整に関する事項）　　　　　　　　　　（単位：百万円）

利益 金額

報告セグメント計 △59

「その他」の区分の利益 32

セグメント間取引消去 △4

全社費用（注） △373

四半期連結損益計算書の営業損失

（△）　
△406

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第１四半期連結累計期間
（自　平成24年４月１日
至　平成24年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年６月30日）

１株当たり四半期純損失金額 7円64銭 6円37銭

（算定上の基礎）   

四半期純損失金額（百万円） 751 625

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純損失金額（百万円） 751 625

普通株式の期中平均株式数（千株） 98,271 98,270

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

　「第３提出会社の状況、１株式

等の状況、(１)株式の総数等②

発行済株式、及び(５)発行済株

式総数、資本金等の推移」に記

載のとおりであります。

　「第３提出会社の状況、１株式

等の状況、(１)株式の総数等②

発行済株式、及び(５)発行済株

式総数、資本金等の推移」に記

載のとおりであります。

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失金額

であるため記載しておりません。

　

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

　

２【その他】

　該当事項はありません。

EDINET提出書類

不二サッシ株式会社(E01422)

四半期報告書

25/27



第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成２５年８月６日

不二サッシ株式会社

取締役会　御中

東陽監査法人

 
指定社員

業務執行社員　
 公認会計士 野口　准史　　印

 
指定社員

業務執行社員　
 公認会計士 恩田　正博　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている不二サッシ株式会

社の平成25年４月１日から平成26年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成25年４月１日から平

成25年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成25年４月１日から平成25年６月30日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期

レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任　

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。　

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、

分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続きである。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、不二サッシ株式会社及び連結子会社の平成25年６月30日現在の財政状態

及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重

要な点において認められなかった。

　

利害関係　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以　上

　

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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